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成り立つためには，価格は p， まで下り，生産量 q，に対応する。均衡点はA
からCへと移る。もちろん賃金率が変化しないならば，均衡点はBであり，価
¥率低下は皆同供給量を増し，図(司自ような右下りの
野働供給曲線が導かれる CDobb，肌 Wag白， 1928 
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